
 

  景観法に基づく届出等に係る事前協議に関する取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、良好な都市景観の形成を図るため、市民、事業者、行政が、計画段階からその場の持つ景

観上の特性や景観形成の方向性について理解し共通認識を持ち、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」

という。）に基づく届出等に先立って行う事前協議について必要な事項を定めるものとする。 

 

（美観形成基準） 

第２条 この要綱に基づく建築物、工作物、開発行為等、屋外広告物若しくは屋外広告物を掲出する物件（以下

「掲出物件」という。）又はサーチライト等の光の量が多い屋外照明設備（以下「サーチライト等」という。）

の美観形成の指針として定める基準（以下「美観形成基準」という。）は、次のとおりとする。 

⑴ 建築物、工作物及び開発行為等にあっては、広島市景観計画（平成２６年広島市告示第３８６号）におけ

る景観計画重点地区（以下「景観計画重点地区」という。）又は同計画における一般区域（以下「一般区域」

という。）ごとに定める景観形成の方針、形態意匠の基準、高さの最高限度の基準及び良好な景観の形成のた

めの基準並びに別図第１又は第２に定める高さの基準（景観計画重点地区のうち、原爆ドーム及び平和記念

公園周辺地区（Ｂ地区及びＣ地区に限る。）及び縮景園周辺地区に限る。以下これらの地区を「本要綱による

高さの基準を有する地区」という。） 

⑵ 屋外広告物又は掲出物件にあっては、広島市屋外広告物条例（昭和５４年広島市条例第６５号。以下「屋

外広告物条例」という。）第１２条第１項に規定する景観形成広告整備地区（以下「景観形成広告整備地区」

という。）においては景観形成広告整備地区ごとに定める同条第２項の広告物景観形成指針、景観形成広告

整備地区以外の市域においては別表第１に示す基準 

⑶ サーチライト等の設置で広島市景観計画に定める原爆ドームの背景として大切にすべき範囲（以下「大切

にすべき範囲」という。）の上空に向かって照射するものにあっては、別表第１に示す基準 

 

（事前協議の対象及び時期） 

第３条 市長は、次に掲げる行為を行おうとする者（以下「建築主等」という。）に対し、当該行為の計画（以下

「建築計画等」という。）について、市長と事前協議を行うよう指導するものとする。 

⑴ 法第１６条第 1 項若しくは第２項の規定による届出又は同条第５項の規定による通知が必要な行為 

⑵ 景観形成広告整備地区における屋外広告物の表示又は掲出物件の設置。ただし、リバーフロント・シーフ

ロント地区のエリアにおける屋外広告物の表示又は掲出物件の設置にあっては河川・港湾からの景観に影響

を及ぼすおそれがあるものに限るものとする。 

⑶ サーチライト等の設置で第１号の行為に係るもののほか、大切にすべき範囲の上空に向かって照射するも

の（建築物、工作物及び屋外広告物を照らす目的で光を照射する、上空に漏れる光の量が少ない屋外照明設

備の設置を除く。） 

⑷ 前３号のほか、景観計画重点地区のうち原爆ドーム及び平和記念公園周辺地区（Ａ地区、Ｂ地区及びＤ地

区に限る。）、平和大通り沿道地区及び縮景園周辺地区における平和記念公園、平和大通り又は縮景園からの

景観に影響を及ぼすおそれのある行為（法第８条第２項第４号ロの「景観重要公共施設」の整備に関する事

項が定められた施設に係るものを除く。） 

２ 事前協議は、次に掲げる日の１４日前（高さが４５メートルを超える建築物又は工作物にあっては、６０日

前）までに開始するものとする。 

 ⑴ 法第１６条第 1 項若しくは第２項の規定による届出又は同条第５項の規定による通知が必要な行為にあ

っては、当該届出又は通知の日 

 ⑵ 屋外広告物の表示又は掲出物件の設置のうち、屋外広告物条例第３条の規定による許可又は同条例第１２

条第６項本文の規定による届出が必要な行為にあっては当該許可の申請又は届出の日、その他の行為にあっ

ては行為着手の日 

⑶ サーチライト等の設置で大切にすべき範囲の上空に向かって照射するものにあっては、設置の日 

⑷ 景観計画重点地区のうち原爆ドーム及び平和記念公園周辺地区（Ａ地区、Ｂ地区及びＤ地区に限る。）、平

和大通り沿道地区及び縮景園周辺地区における平和記念公園、平和大通り又は縮景園からの景観に影響を及

ぼすおそれのある行為にあっては、行為着手の日 



 

３ 第１項の事前協議を行う場合においては、建築主等は、所定の協議書に、別表第２の左欄に掲げる行為の内

容に応じて同表の右欄に掲げる図書を添付して提出するものとする。 

 

（高さに関する建築計画等についての事前協議） 

第４条 本要綱による高さの基準を有する地区において、建築物又は工作物の高さ（塔屋等を含む。以下同じ。）

が、別図第１又は第２に定める高さの基準を超える場合においては、市長は、建築主等に対し、前条第１項の

規定による事前協議に先立ち、建築物又は工作物の基本設計を行おうとするときなどできるだけ早い時期に、

建築計画等について市長と事前協議を行うよう指導するものとする。 

２ 前項の規定による事前協議を行う場合においては、建築主等は、所定の協議書に、景観シミュレーションの

結果及び別表第２に定める図書のうち、建築物又は工作物の敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する

図面、当該敷地及び当該敷地の周辺の状況を示す写真、当該敷地内における建築物又は工作物の位置を表示す

る図面、建築物又は工作物の彩色が施された二面以上の立面図、当該行為後の建築物又は工作物及び当該建築

物又は工作物の周辺の状況を示す図面を添付して提出するものとする。この場合において、当該敷地内におけ

る建築物又は工作物の位置を表示する図面については植栽等の外構の記載を、建築物又は工作物の彩色が施さ

れた二面以上の立面図については各部仕上げ等建築物又は工作物の高さに関わりのないものの記載を、それぞ

れ省略することができるものとする。 

 

（協議等） 

第５条 建築主等が、第３条第１項及び前条第１項の事前協議の対象となる行為を行う場合は、第２条に規定す

る美観形成基準に適合するよう努めるものとする。 

２ 市長は、第３条第３項の協議書等の提出があった場合においては、建築主等と建築物又は工作物等の美観形

成に関する協議を行うものとする。なお、この場合において、景観形成広告整備地区以外の市域で建築物又は

工作物に付帯等する屋外広告物又は掲出物件がある場合は、建築物又は工作物に係る協議と併せて当該屋外広

告物又は掲出物件についても協議を行うものとする。 

３ 市長は、前項の協議が調った場合においては、速やかに、当該協議に係る所定の協議済証を、建築主等に交

付するものとする。 

４ 市長は、前条第２項の協議書等の提出があった場合においては、建築主等と建築物又は工作物の高さに関す

る協議を行うものとする。 

５ 市長は、前項の協議が調った場合においては、速やかに、当該協議に係る所定の協議済証を、建築主等に交

付するものとする。 

６ 第２項及び第４項の協議は、第２条に規定する美観形成基準に基づいて行うものとする。 

 

（広島市景観計画の届出等に関する事項) 

第６条 市長は、別表第３の左欄に掲げる行為の種類に応じて同表の右欄に掲げる手続が必要なものについては、

建築主等に対し、これらの手続の前に、法第１６条第 1 項若しくは第２項の規定による届出又は同条第５項の

規定による通知を行うよう指導するものとする。 

２ 景観法施行規則(平成１６年国土交通省令第１００号。)第１条第３項の規定により、行為の内容に全く変更

がない場合に限り、第５条第３項の協議済証の写しを添付することにより、同規則第１条第２項又は広島市景

観条例（平成１８年広島市条例第３９号）第９条第２項に定める図書の添付を省略できるものとする。 

３ 第５条第２項の協議が調った場合において、市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出に係る

行為について、法第１８条第１項の規定による行為の着手の制限期間を同条第２項の規定により７日に短縮す

るものとする。 

４ 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る行為を完了し、又は中止したと

きは、速やかに、所定の届出書を市長に提出するものとする。 

５ 第２項の規定は、広島市屋外広告物条例施行規則（昭和５５年広島市規則第３０号）第６条第１項において

準用する同規則第２条ただし書の規定により、屋外広告物条例第１２条第６項本文の規定による届出について

準用する。 

 

 



 

（その他） 

第７条 この要綱の実施に関して必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。ただし、第６条第３項の規定は、平成２７年２月５日以降に

法第１６条第１項又は第２項の規定による届出に係る行為に着手するものについて適用する。 

 この要綱の施行に伴い、「建築物等景観協議（一般都市美協議）制度」、「平和大通り沿道建築物等美観形成要

綱」、「リバーフロント建築物等美観形成協議制度」、「西風新都アーバンデザイン推進要綱」、「原爆ドーム及び平

和記念公園周辺建築物等美観形成要綱」及び「縮景園周辺建築物等美観形成要綱」は廃止する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。ただし、第６条第４項の改正規定は、同年１０月１日か

ら施行する。 

２ 第６条第４項の改正規定は、平成２７年１０月１日以後にする法第１６条第１項又は第２項の規定による

届出について適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年１月４日から施行する。ただし、第３条第１項第３号の改正規定は、同年１月１８日

以降に設置するものについて適用する。  



 

別表第１（第２条関係） 

行為の内容 基準 

屋外広告物の表示又は掲出物件の

設置 

⑴ できる限り最小限の設置個所数及び大きさとする。 

⑵ 文字等のデザイン・色は、ごちゃごちゃしたものやけばけばしい

ものは避け、建築物又は工作物の調和に配慮する。 

⑶ 屋上広告物は設けない。 

⑷ テナント名は、建築物又は工作物の入口付近にパネル等により集

合表示する。 

サーチライト等の設置 
広島市景観計画に定める南北軸線上の眺望景観の目指すべき姿に影響

を及ぼすおそれのないものとする。 

 

別表第２（第３条第３項、第４条第２項関係） 

行為の内容 図書 

法第１６条第１項若しくは第２項

による届出又は同条第５項による

通知が必要な行為 

⑴ 当該行為の種類（建築物に係る行為、工作物に係る行為、開発行為

等の別）に応じて、法施行規則第１条第２項又は景観条例第９条第２

項に定める図書 

⑵ 第５条第２項の規定により、建築物又は工作物に係る協議と併せ

て屋外広告物又は掲出物件についても協議を行う場合は、この表の

屋外広告物の表示又は掲出物件の設置の項の右欄に掲げる図書のう

ち⑵、⑶及び⑸ 

⑶ 高さが４５メートルを超える建築物又は工作物に係る行為の場

合、景観シミュレーションの結果等の当該行為による都市景観に与

える影響の分かるもの  

屋外広告物の表示又は掲出物件の

設置 

⑴ 付近見取図 

⑵ 寸法、構造等に関する仕様書及び図面 

⑶ 意匠、色彩、照明等に関する図書 

⑷ 景観計画に基づく許可基準チェックリスト 

⑸ 景観チェックリスト（第一面：届出行為概要書、第二面：基準チェ

ック表） 

⑹ 屋外広告物の表示又は掲出物件の設置を行う建築物又は工作物及

び敷地の周辺の状況を示す写真 

サーチライト等の設置 設置の内容を表す図面 

景観計画重点地区のうち原爆ドー

ム及び平和記念公園周辺地区（Ａ

地区、Ｂ地区及びＤ地区に限る。）、

平和大通り沿道地区及び縮景園周

辺地区における平和記念公園、平

和大通り又は縮景園からの景観に

影響を及ぼすおそれのある行為 

行為の内容を表す図面 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第３（第６条第１項関係） 

行為の種類 手続 

建築物に係る行為 
建築基準法 

（昭和 25 年法律第 201 号） 

第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による

建築確認申請 

第１８条第２項の規定による計画通知 

工作物に係る行為 
建築基準法 

 

第８８条第１項又は第２項において準用する同法

第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による

確認申請（工作物） 

第８８条第１項又は第２項において準用する同法

第１８条第２項の規定による計画通知（工作物） 

開発行為 
都市計画法 

（昭和 43 年法律第 100 号） 

第２９条第１項又は第２項の規定による許可の申

請 

第３４条の２第１項の規定による協議 

土石の採取 

採石法 

（昭和 25 年法律第 291 号） 

第３３条の規定による認可の申請 

第４２条の２の規定による協議 

砂利採取法 

（昭和 43 年法律第 74 号） 

第１６条の規定による認可の申請 

第４３条の規定による協議 

鉱物の掘採 
鉱業法 

（昭和 25 年法律第 289 号） 

第６３条第１項の規定による届出又は同条第２項

の規定による認可の申請 

土地の形質の変更 
宅地造成等規制法 

（昭和 36 年法律第 191 号） 

第８条第１項の規定による許可の申請 

第１１条の規定による協議 

屋外における土石の堆積 

広島県土砂の適正処理

に関する条例 

（平成 16 年広島県条例第 1号） 

第１６条の規定による許可の申請 

広島市土砂堆積等規制

条例 

（平成 16 年広島市条例第 36号） 

第５条の規定による許可の申請 

廃棄物等の物件の堆積 

廃棄物の処理及び清掃

に関する法律 

（昭和 45 年法律第 137 号） 

第７条第１項の規定による許可の申請 

第１４条第１項の規定による許可の申請 

 


